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事
業
費 内

訳

件
人

費
内
訳

-

-

工業団地内の企業アンケート

-

・市街化調整区域内において土地活用可能な区域の調査を行い、産業振興課と連携して産業用地の確保を
図る。
・市街化調整区域における既存集落コミュニティ維持を目的とした施策を実施する。

新規

地域開発振興事業

職員のみ

         0.00          0.00          2.00          2.00          2.00

         0.00          0.00         30.50        240.00        240.00

無 無 無 無 無

           0            0       13,742       14,251       14,251

　-　　　-

         0.0          0.0          1.0          0.0          0.0          0.0

           0            0            0            0            0

毎年度

地域経済牽引事業の促進による地域の成長発展の基盤
強化に関する法律、都市計画法

地域資源や自然環境を生かした地域経済牽引事業を促進し、地域経済の好循環を目指す。

市街化調整区域内における企業の誘致件数

企業誘致数

R01年度 R02年度 R03年度 R04年度 R05年度 R06年度

令和 3年度

         0.0          0.0          1.0          1.0          1.0          1.0

自治事務（任意）

11住み続けられるまちづくりを

090

110

都市計画部地域開発振興室

市内外企業等、市民

件

           0            0            0          885          885

           0            0            0            0            0

           0            0            0            0            0

           0            0            0            0            0

令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度
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事業の成果と課題

前年度の課
題への対応

　進捗状況

評価

成果

　市民ニーズ

　市の関与

　優先度

改善目標

業務

組織、
予算等

課
題

業務に関する課題に関しては、県や国との協議により、別の立地手法の検討を行う。
組織等の課題に関しては、事務分担について整理を行い、当室独自で業務を進められる体制を整える。

今後の市内産業用地に関するまちづくり施策の検討のため、工業団地立地企業にアンケートを実施。実施
結果を基に産業振興課と連携し、新たな産業用地に関する手法の検討やエリアの検討を行った。
また、地域経済牽引事業の促進による地域の成長発展の基盤強化に関する法律に基づく基本計画の策定に
向けて、関係機関と協議を進めている。

継続

3

3

4

3

今後も一定の市民ニーズが見込まれる。

やや遅れたが、今年度の事業計画は達成された。

市の関与の必要性が高い事業である。

市民ニーズや市民生活への影響等を鑑みて、継続して実施する必要がある。

農地法や都市計画法等の規制緩和の利用を目的とした立地手法の検討を行っていたが、実際には狭義の規
制緩和で、有効な立地手法とならない可能性が高い。

組織上の事務分担がされておらず、主体となって業務を進めることができず、業務進捗に影響を及ぼして
いる。
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今年度からの新規事業


